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環 日本海圏拠点 形 成の 現状 と課題

一
北陸各県 の 港湾振興 に 関す る政策 を 中心 に

一

長 　田 元
’

1 節　問題の 所在

　環日本海圏 に おけ る物流
・
地域 間交流 に 関す る

政策提言 は、日本海側 を中心 とす る 地方の 産官学

を中心 に 行われ て きた。こ れ ら提言 の 多くは、貨

物取扱量 の 増加 や 地域間交流 が 活発 に な っ て い る

事実 を反映 し、概 ね 日 本海側 を中心 とす る 地方 に

と っ て 明 る い 見通 しを示 した もの とな っ て い る 。

　 しか しなが ら、日本海側地域 の 港湾 に お い て 貨

物取扱量 が 増加 し て い る こ とは事実 で あ る が 、太

平洋側 の 港湾と比 較 して 絶対量 が 少な く、地元 企

業は 多 くの輸送費をか けて 太平洋側 の 港湾 に 製 品

を輸送 して い る 実態 が あ る。

　 こ うした現状 の 下、北陸地方 の各県は各 々 、環

日本海交 流 の 拠点 を 目指 し、北 東ア ジ ア 諸 国 と

様 々 な交流 を行 っ て い る。各県で は 港湾振興に 関

する新た な 政策の 策定を行い 、自県の 港湾 ・空港

の 振興 を積極的 に行うよ うに な っ た 。しか し なが

ら、新た な 政 策は 、背後地 が 重 な る 地域 に お い て

貨物を奪 い 合 う対立 をもた ら し、利用者の 利便性

の 向上 に つ な が る もの とは な っ て い な い の が 現状

で ある 。

　
一

方、国 は 、北 陸地方に 「北陸 地 域 国際物流戦

略チ ーム」を設 立 し、東ア ジ ア の ハ ブ港との結 び

つ きを強化する こ と に よ り各港湾 の 利用促進 を図

ろ うと して い る 。 しか しなが ら、太平洋側 の 地域

が広域連携を謳 っ て い るの に対 し、北陸地方の 貨

物取扱量 の 向上 を H 指す物流戦略 に お い て は、広

域連携 は謳われ て い ない とい う特徴が あ る。本論

を論 じる に あた り、筆者は国
・
県が 実施 し た 港湾

に かかわ る 企業 へ の 各種 ア ン ケ
ー

トを入手す る と

ともに 、国
・
県へ の イ ン タ ビ ュ

ー
を行 っ た。こ れ

らの ア ン ケ
ー

トや イ ン タ ビ ュ
ー

か ら は、北陸地方

の 港湾 で は、便 数
・
航路が少 ない こ とか ら、港湾

の利用 は伸 び 悩み 、こ れ が 便 数 の 増加 に つ なが ら

な い と い う悪循環が 生 まれ て い る こ と、各県が港

湾 の 振興 に 関 して 対 立 して い る こ と を捉 え る こ と

が で きた 。

　そ こ で 、本論に お い て 、日本海側港湾の 現状 と

課題 か ら、北 陸地方 の 各県の 港湾振興策に おけ る

課題 を整理 し、港湾 の 振興策に つ い て 若干 の 提言

を行 い た い 。

　本論 に お い て 、問題 を分析す る に 当た っ て の 前

提 を以下 の 通 りとす る。

　国土交 通省 （以下 ： 国交省 ）は 「二 層 の 広域 圏

に 資す る 総合 的 な交 通体 系に 関す る 検討 委員会」

に お い て 、振 り子輸送が成立す る 目安 を寄航 頻度

が 週 3 便 の 場 合、 1 港湾 あた り 20，000TEui の コ

キー
ワ
ー ド ：

国際物流 、ポ
ー

トセ ー
ル ス 、広域 地域 間競争、広域連携
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ン テ ナ 取扱量 が 必 要 で あ る と試 算 して い る。ま

た 、 1 港湾 と東ア ジ ア を直接 結 ぶ 便 の 成 立す る

目安は 週 3 便で 年 F・1　50，000TEU 、 1港 湾 と欧 米

を結 ぶ 週 3 便 の 大型 コ ン テ ナ 船 の 成 立 の 目安 を

180，000TEU と試算 し て い る 。

　2009年 2 月現 在、北 陸 地 方に 寄港 し て い る 釜

山
・
中国航路 を表 1 に 示 した 。 寄航数が

一
番多い

新潟港 で 週 9便 あ る 。 表 2 は新潟港 に寄航す る 釜

山 航路、中国
・釜 山航路、中国航路 の 配船 日、寄

港地 を示 し た もの で ある。こ の よ うな現状 に 国交

省が 試算 した採算 の 目安を当て は め る と、日本海

側 の コ ン テ ナ取扱量 の 採算の 目安は 、 1港湾あ た

り 50，000TEU で あ る と推計す る こ と が で き る 。

　た だ し、直江津港 と敦 賀港 に つ い て は 、表 1 の

とお り寄港数が 少な く、貨物取扱量 も少な い 。こ

の た め 、採算 の 目安 の 適用 に つ い て は 、貨物取扱

量 及 び 寄港 数 が 多い 新 潟、伏 木富山、金沢港 （主

要 3港 ：採 算 の 目安 は 150，000TEtJ）を対象 と す

る 。

　 な お 、本論 に お い て 北陸 地 方 と は、新潟県 、富

由 県、石 川 県、福井 県と し、北陸 3 県と は富山県、

石 川 県、福井県とする。

表 1　 コ ンテ ナ航路 の 状況

2 節　北陸地方の 港湾の 現状

（1）コ ン テ ナ航路 ・
取扱量の状況

　2009年 2 月現 在、北 陸地方に お い て 最 も寄航

数が多い 新潟港 を中心 に捉える と、各港湾の コ ン

テ ナ 航路 は表 2 の とお りとな っ て い る。

　新潟港 、直江津港 、伏木富 山港 、金沢港、敦賀

港 の 5 港湾 の コ ン テ ナ 取扱量 を グ ラ フ 1 、新潟港

の 航 路 別 の 実入 り コ ン テ ナ取扱量 を表 3 に示す 。

直江津 港 と敦賀港 を除 く主要 3 港湾の 貨物取扱量

の 総計は 、輸入 で は 2006年 ま で は増 加 し、2007

年以 降は 減少する 傾 向に ある。輸出 に お い て は、

2007年 ま で は増加 し て い た が 、2008年か ら は 世

界的 な 景 気後退 が 顕 著 に な っ た こ と もあ り、減

少す る 傾 向に あ る 。な お、2008年の 伏 木富 山港

と金沢港の取扱量 に つ い て は、2009年 2 月現在、

統計が 公 表され て い な い た め富山 ・
石川両県に 照

会を行 っ た 。 正 確 な数値を確認す る こ と は で きな

か っ た が 、概略に つ い て は確認する こ とが で きた 。

金沢港 に つ い て は 、速報値 と し て ほ ぼ横ば い に推

移 し て お り
3
、伏木富山港 に つ い て は 、数値 は 公

表で きな い が 、若干減少 する 傾 向に あ る との こ と

で あ っ た
4
。

（）は 08年 3 月 時の 便数

コ ンテ ナ 航路 と 便数

2009 年 2 月現 在 （便 ／ 1 週 間）
2 新 潟港 直 江津港 伏 木富 山港 　 「　 金 沢港 敦 賀港

釜 山航 路 4 （5） 1 4 （3 ） 4 （3 ） 3　．
中国航 路　　　　　　　　　　　 12 （3 ） 2 2（3 ） 2（1 ） 0

釜 山 ・
中国航路　　　　　　　　　1　　 3（2） 0 3（3 ） 「（0 ） 0　　．．一．一

言十　　　　　　　　　　　　　　　
1

　　　　 9（10） 3 9（9 ） 7（4 ） 3

表 2　新潟港 の コ ン テナ航路

航 　路 　 名　 　 　 　 　 ・

船　社　名

一一
「 配 船日

　 1
寄 　　　港　　　地

高麗 海運 週 1 便　［新 潟 一秋 田
．釜 山一金 沢 一富 山 《新 潟）

興亜 海運 週 1便 1新潟
一
秋田

一
釜 山

一
富山

一
（新潟〉

釜 山航路
東京 船舶 週 r便 新 潟 一苫小 牧 一釜 山 一富 山 一（新潟 ）

辰 錦 商船 週 1便 新 潟
一
直江 津

一
富 山

一
敦 賀

一
釜 山

一
（新 潟）　　　　　　　 7．

エ ス テ ィ エ ッ ク ス パ ン

オ
ー

シ ャ ン
レ 週 1 便 新 潟

一
直 江津

一
富山

一
釜 山

一
蔚 山

一
光 陽

一
天津 新港

一
大連

一
青島

一
釜 山

一
（新潟）

中 国 ・
　 1天敬 海運

1

釜 山航路

．一

南星 海運

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．一一一　　　 1
週 1便　新潟

一
苫小牧

一
八 戸

一
函館

一
釜 山

一
蔚山

一
光 陽

一
大 連

一
寧 波

一
上 海

一
釜 山

一
（新 潟 ）

1 南星 海運 週 1 便 　 新 潟 一苫小 牧 一八 戸 一富 山 一釜 山 一光 陽
一大連 一

青島 一釜 山 一
（新潟）

　　　　旨

中国航路 1神原 汽船
週 1便一一 新 潟 一

富山 一
小 樽

一
富山

一
上 海

一
境 港

一
金 沢

一
（新潟 ）

週 1便 新 潟
一
富 山

一
金沢 一境 港 一青島 一大 連 一舞 鶴 一（新潟 ）
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　輸出 と輸 入 の 割合 に つ い て は、2001年度は 1 ：

2．8 で あ っ たが 、2007年 度 は、112．1 と な っ て い

る 。 依然、貨物全体 にお ける輸入 の 割合が高 い 状

況 が続 い て い る 。 輸 出 と輸入 で は貨物の 取扱量に

2 倍以 Eの 乖 離が認 め られ る もの の 、輸 出入 を合

わせ た 2003年度 に おけ る主要 3 港の 貨物取扱量

は、採算の 目安 となる 150，000TEU を上 回る水準

に 達 して い る。2001年以 降 に お け る各県 の 県 内

グ ラフ 1

総生 産は 、 概ね横ば い の 水準に あ り、大 きな変動

は 認め な れ な い
。 詳細な報告は省略する もの の 、

製品別に よ り輸出入 の動向を確認 した とこ ろ、特

定の 製品が突出して 増加 して い る事実 は認 め られ

な か っ た
5
。 北陸地方で は、2GO8年に は コ ン テ ナ

取扱量は 減少に転 じたが、それ まで は、堅調に 増

加 して い る と捉える こ とが で きる。貨物取扱量が

増加 して い る外的な要因として は、日本 と中国
・

北陸地方 の 港湾 の 実入 り コ ンテ ナ取扱量 と県内総生産 の 推移

10．ODO0

▲一． −
一’．L 丶

新 潟港

（単位 ．貨 物 はTEU 県 内 総生産は 百億 円 〉

s −．盲噛諮
／
＼

i．一 蝋 r昌 A

s

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 百億円
匡蜀 翰入 匚 コ 輸出 ＋ 県内総生産

．

　　　　　　　　　　　　 11．000

　　　　　　　　　　　　 1
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 9GO

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 800
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1
　　　　　　　　　　　　 1700

卜 一★一一t ．＿v
−＋ N

幽　一倉 一「魁．一ム
ー一鳶『一ム

臥
敦賀港

600500

　
．

4003002001eoo

※ 国土 交通 省北 陸信 越運 輸局、敦 賀港貿 易振興 会資料に 基 づ き作 成

　2008 年に お け る 金 沢 港の コ ン テ ナ取扱 量 に つ い て は、石 川 県へ の ヒ ア リン グの 際 に把握 した 大まか な 数値

表 3　新潟港の 航路別の 実入 り コ ン テ ナ 取扱量 単位 ：TEU

実 入 りコ ンテ ナ 取 扱量 うち釜 山航路 うち 中国航 躍各
1．
輸入 輸 出 輸 出入 計 輸 入 輸 出 輸 出入 計 輸 入 輸 出 輸 出 入計

2001 年 5「，45411 β4463 ，29829 ，100 8，6603776014 ，429 80815237

2002 年 57，023 「5，19072 ，21331 ，61210 β6442 ，47617 ，125 1，30018 ，425

2003 年 62，64915 ，47278 ，12133 β99 「1，09244 ，99119 ，798 1β4321 ，441

2004年 72，11019 ρ6991 ，17935 ，81113 ，83949 ，65026 ，166 2，25328 ，419

2005 年 78β7622 ，264100 ，64038 ，45715 ，63354 ρ9030 ，420 3，56033980
一

2006年　 　 　 80，86824 ，90210577038 ，6921626054 ，95233 ，235 4，79238 ρ27

2007 年 　，　 78，92826 ，933105 ，86136 ，16216 β2652 ，98834 ，1315 ，47239 ，603

2008年　　　77，73525 ，682103 ，41747 ，20316 β4263 ，84523 ，915 5，13929 ，054

新 潟県 交通 政 策 局 資料 に基 づ き作成

表 4 　北陸地方か らの 輸送 コ ス トの 比較

2005年 3 月 30 日国土 交通 省北 陸地 方整 備局 「北 陸み な と Press」よ り

コ ス トの 比 較 （単位 ： ％ ）　　　　　　　　　　 太 平洋側 北 　 　 陸

海 上運 賃 26．5 323

梱包 ・保管 ・手 数 料 30．0 26，3

陸上運 賃 43．5 15．7

100．0 74．3
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韓国を中心 とする対岸諸国との 問で 生 産 の分業が

進ん だ こ とに よ り、 釜山港な どか ら直接、日本の

地方港 へ 輸送する物流ル ートが 形成された こ と も

要因 と して挙げら れ る 。

　北陸 の港湾を経由 して の輸送費用は、太平洋側

の 主要港湾を利用 した もの と比較 して 、海上運賃

は高い もの の 、太平洋側の 主要港湾か ら 口本各地

へ 輸送する陸上輸送費用を考慮する と、表 4 の と

お り総輸送料で は低 く抑える こ とが 出来る 。

　以上、北陸地方 の 港湾の 現状に つ い て 、貨物取

扱量 を中心に整理 した 。 各港湾の貨物取扱量は堅

実に増加 して い る 。

　 しか し なが ら、新潟 ・伏木富山 ・金沢港の貨物

取扱量の 水準に つ い て は 、 い ずれ の港湾も単独で

航路を成立 させ るまで に は至 っ て い ない こ とを確

認する こ と が で きた 。

　 まず、直 江 津港 、伏木 富山港、金沢 港 と敦賀

港 の 貨物取 扱 量 は 、そ れ ぞ れ 輸 出入 合わ せ て

50，000TEU 未満で あ り、単独で 東 ア ジ ア を直接

結ぶ 航路 を開設す る こ とはで きない 。加えて 、敦

賀港は後述する よ うに各種港湾振興策が講 じられ

て い る もの の 、コ ン テ ナ 取扱量の減少が続 い て い

る 。 新潟港 は輸出入合わせ て約 90，000TEU の 貨

物取扱量 を有 して い る 。 こ れ を航路別に み る と、

釜 山航路 に つ い て は 2005年以 降 50，000TEU を超

え る取扱量 を有 して お り、単独で航路を開設で き

る水準に ある。ただ し、こ の 水準は 週 3便が就航

する 目安で ある ため、新潟 一釜山 の 直行便が 開設

され た場合 、 2 〜 3便減便 し 、 現行の 週 5 便 を維

持する こ とは で きない
。 単独で航路を開設すれ ば 、

リード タ イ ム は 短くなる が 減便 も伴 う。 利用者の

賛否 も分か れ る こ とが 予測 され る 。 さ ら に 、輸入

の 貨物量が多 く、輸入 と輸出の 乖離は約 2．5 倍あ

る 。 単独で航路 を開設 した場合 、 積込まれ る コ ン

テナ の 半数以上 が空 コ ン テナ となる こ とが想定さ

れ る 。 船社に と っ て は効率的な航路と は な ら な い

で あろ う。

　 こ の よ うな こ とか ら、現 実的 には単独で航路 を

開設 する こ と は 困難で ある と考えられ る 。 主要 3

港 の 港湾 の 合計 は約 150，000TEU で あ り、 3 港 の

うち どれか ひ と つ で も航路か ら欠ける と減便 とな

る水準で あ る 。 3 つ の 港湾が貨物を取 り合 うこ と

は、航路 の 拡充 には繋が らない こ とを意味する 。

　 まず こ の 点 か ら、筆者 は北 陸 の 港湾が航路を拡

充 して い くには、当面 の 間 は各県が対立する の で

はな く、一
体 とな り貨物 の 獲得 を行 っ て い くべ き

で ある と考える。

（2）各県の ポートセ ール ス の 状況

　北陸各県は、貨物の 取扱 量 の 増 加 を行 うため、

ポー トセ ール ス 及び港湾の 機能 を向上 させ る事業

も実施 し て い る。また、港湾の振興を重 要な課 題

と して 各県の総合計画に位置付け、自県の 港湾の

利用率を高め る方針を掲げて い る 。 各県の政策は 、

細部にお い て各々違 い が ある 中で 成果 を伴う結果

を生 出して い る が 問題 もある 。

1）新潟県の取組 み

　新潟県の 主 なポ ー トセ
ー

ル ス は、2007 年、イ

ン ラ ン ド ・デ ポ （内陸保税蔵置場）を開設 した こ

とで ある 。 新潟県 の イ ン ラ ン ド ・デ ポ は、2006

年度に 県出資の 第三 セ ク ターが 整備 し た物流施設

に 、商船三井 ロ ジ ス テ ィ ク ス株式会社が 入居 しイ

ン ラ ン ド ・デ ポ と して 運営する とと もに、荷主 企

業に 海上貨物の 混載、輸出入通関、短期保管 ・仕

分け ・梱包の 各種物流 サ ービス を提供 して い る 。

新潟県は、こ うしたサービス を通 して 、小冂貨物

の輸出入に お ける新潟港の 利用促進 を促 し、新潟

港の航路が拡充・新設され る こ とを期待 して い る
6

。

2＞富山県の 取組み

　富山県の 主 なポ ートセ ール ス は 、 定期 コ ン テ ナ

航路の 利用促進を図る こ とを 目的に 、伏木富山港

利用拡大支援事業 （荷主企業奨励金）実施要綱 を

制定 し、2007年 4 月 1 日か ら開始 し て い る こ と

であ る 。 内容及 び条件は、年度内に伏木富山港 を
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利用 する コ ン テ ナ貨物量が 輸出入 50TEU 以 ．Eか

つ 前年度比 20％ 以上 増加 した 場合、増加 した分

に つ い て 、最高 50 万円を限度 して 1TEU に つ き

1 万円を奨励金 と して 交付する もの で ある 。

　加 えて 、富山県は 2007年 3 月、「とや ま物流 戦

略」を策定 し た 。 同戦略の 日的は 、「国内に お い

て激化する 港湾間競争の なか で 、伏木富山港 の 活

性化 を行 い 、産業立地環境の 向上 や産業活性 化 を

目指すもの で ある 。 航路 の 開設 に取組む とともに 、

既存航路 の 拡充を目指すため、商社 へ の 助成 の 強

化 を行 うこ と と して い る。

3）石川 県の 取組み

　石 川 県は 、2006年 4 月、集 中的 なポ
ー

トセ
ー

ル ス を行うこ とを 目的 に 、荷主 や 物流関係企業を

対象 とした物流実態 の ア ン ケ
ー

ト調査 を実施 して

い る。調査 結 果に つ い て は、2006年 8 月 『2005

年港湾物流調査 　報告書』 と し て取 りまとめ を行

い 、訪問先 の 企業 に説明 を行 う資料 と し て ポ
ー

ト

セ
ー

ル ス に 活用 し て い る
’
。

　石川県は、ア ジ ア向けの直行便 を就航 させ る こ

と、釜 山便 の 増便 を行 い 金沢港 の 物流拠点化 を推

進 する こ と、重量物の 取扱比率が 多い こ とか ら重

量物 に よ り対応 で きる こ とを 目標 と し、併 せ て 金

沢 港 を活 用す る 企 業 の 誘致 を図 る こ とと し て い

る。

　 こ うした対策を経て 、混載貨物取扱企業の 誘致

に は 成功 し、株式会社金沢港運 に よ り小 口 混載

サ
ー

ビス が行わ れ る よ うに な っ た 。加 えて 、コ マ

ツ が 金 沢港付近 に お い て新た な 工 場を建設す る こ

とを決定 し 2007年 11 月 19 凵 に 石 川 県、金 沢市

と用 地売買契約を締結 し た
S
。金沢 港 の 貨物取扱

量 の増加 も期待 さ れ て い る。

　 さ ら に、石 川 県 は 航 路 の 拡 充 を 図 る た め に

2009年度か ら助 成 制度 を実施する こ とと し て い

る
9
。助成 の 内容は 、コ ン テ ナ 貨物に つ い て は 1

フ ィ
ート コ ン テ ナ 換算で 1 個に つ き 2ρ00 円、重

量 貨物 に つ い て は 100 トン に つ き 10ρ00 円 を 助

環 口本海圏拠点形成の 現 状 と課 題 　83

成す る 内容 とな っ て い る。対象に つ い て は 、金沢

港 の 利用が コ ン テ ナ 貨物 の場合は 前年実績 よ り 1

フ ィ
ー

トコ ン テ ナ 換 算で 100個以上増加 し た 企

業 、重 量貨物 の 場合 は 複数 企 業に よ る共同 出荷 の

貨物 が前年実績 よ り 100 ト ン 以 上増加 した 企 業と

な る 。

　重量 貨物 の 共 同出荷 に対する 助 成は、石川県 が

重量物 に 強 い 金 沢港 を 目指し て い る こ と の 証左で

あ る。石 川県の取組み は 、近隣 の 他 の 港湾 と の 違

い を示す もの と捉え る こ とが で きる
10

。

4）福井 県の取組 み

　福井県の 主 なポ
ー

トセ
ー

ル ス は 、敦賀港 の 利用

促進 を図 る こ とを 目的 に、2008年 4 月 1 日か ら

敦賀港 コ ン テ ナ 貨物集荷事業を実施 して い る こ と

で ある 。 助成の 対象と な る事業者 は 、物流事業者 、

県内荷主、県外荷主 の 3 つ を 定 め て い る 。 助成 の

内容 も上 記 の 3事業者毎に定め て い る 。 物流事業

者に つ い て は 年間 300TEU 以 上 の 貨物 を取扱 う

場合、1TEU あた り 1万 円 を助成する内容 と な っ

て い る 。 県内荷主 の 場合は、年間 300TEU 以 上 の

貨物 を取扱 う場合、300TEU を超 え た 分に つ き、

1TEU あた り 1万 円を助成する 内容とな っ て い る 。

県外荷主 の場合 は、年間 5DOTEU 以 上 の貨物を取扱

う場 合、500TEU を超 えた分 に つ き、 1TEU あ た

り 1万 円を助成す る 内容とな っ て い る
11
。

　敦賀港 の コ ン テ ナ 貨物取扱 量 は 、2008年に輸出

に お い て増加 に転 じ た もの の 、減少傾 向 に あ る。

福井県内 の 企業の 多 くは輸出 入 に 阪神港 を利用 し

て い る
12
。敦賀港 の 利 用 は 、神戸 港 や 名古屋 港が

200kIn圏内 に あ る こ と もあ り、減少が 続 い て い

る。福井県を は じ め とする敦賀港 の 振 興 に か か わ

る機関 の 今後の積極的、継続的な取組み が期待 さ

れ る。

　以上、北陸地方の ポ
ー

トセ ール ス の 状 況に つ い

て 整理 し た が 、 4 県に共通 し て い る こ とは 、小 口

貨物の 取 り込み を行お うと して い る こ と と、県外

の 企業か らの 貨物 の 取込 み を行 うた め に 県域 を越
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えた ポ ー トセ
ー

ル ス を行 っ て い る こ とで あ る。そ

して 、ポ ー トセ ール ス の 対象 とな っ て い る 区域 に

重複が あ り、貨物の取込 み に 競合 が 発生 し て い る

こ とで ある。新潟港 に お い て は、北 陸 3 県 と離 れ

て お り、東海地方 よ り関東地 方との結びつ きが 強

い こ と もあ り、表立 っ た 競合は少な い 。し か し、

新潟県と石 川 県に挟ま れ た富山県に お い て は 、新

潟県 上 越 地 方や 東海地方な ど、新潟県と石 川 県が

ポ ートセ ール ス の 対象と し て い る区域 との 重 複が

多い 。福井県に お い て も、岐阜県や 東海地方の 貨

物 をめ ぐり石 川 県や富山県とボ ー 1・セ
ー

ル ス の 対

象と して い る 区域 に重複が ある 。

　 こ の よ うなポ ー
トセ ー

ル ス の 問題点 は 、た と え

貨物 の 奪 い 合 い に 成功 した と し て も、便数 の 増加

に 繋が ら な い に も か か わ ら ず、各県 の 間 で 競 合が

発生 して い る とい うこ とで ある 。 貨物の 奪 い 合い

の 具 体例 と して は、富山 県南砺市
13

に あ る 日平 ト

ヤ マ の 輸出貨物をめ ぐり、富山県 と 石川県 が 各 々

の港湾の 利用 促進 を働 きか け る動 きが ある 。 新聞

報道 に よ る と、石 川 県は 距離を ア ピール し、富山

県は 金沢港 よ り便数 が 多い こ とや 、伏木富山港利

用拡大支援事 業 を ア ピー
ル し て い る。

　現在、目本 国内 の 各地域 に お い て 港湾 利 用 の 拡

大 を 日的 とす る 政策が 推進 さ れ て お り、地域 間の

競 争 が 発生 し て い る。東京港 ・横浜港 を中心 とす

る 関東地方、名古屋港 を中心 とする東海地 方、神

戸 港 を中心 とする 近畿地方で は 、港湾 の 国際的 な

地位 を高め よ うと地域 の 各港湾が役割分担 を行い

つ つ 、サ
ービ ス の 向上 に努め て い る （詳細に つ い

て は、 3 節 （2｝表 7 参照）。

　
一

方、北 陸地方に お い て は 、新潟港 と伏木富山

港 は 約 300km、伏木富山 港 と斜 尺港 は 6〔〕  、　 G，

沢港と敦賀港は 150km 離れ て い る 。 各県 が ポ ー ト

セ ー
ル ス の 際 に確認 した 企業側 の 要望で は 、企業

は 輸送蝋 の 短縮 を求 め て い る 。 60  と い う距離

は、概 ね 1時 間 で 行 き来が 可 能な距 離 で あ る。企

業は 1 目で も速 い 輸送 を 望 ん で い る に もか か わ ら

ず、石 川 ・福 井両 県 は 150km、特 に 、富 ［II・石 川

両県 は僅か 60km の 距離 で 、北 陸 3 県内及 び東海

地方 の 貨物 の 取 り合 い を行なっ て い る こ とになる 。

（3）国の 政策

　港湾施設の設備 を行 い 、物流政策全般 を統括 し

て い る国の 政策と国が北陸各県の 港湾振興策 に関

与 して い く過程を考察する こ と にする。

1）ス ーパ ー中枢港湾プ ロ ジ ェ ク トの 推進 に よる 国

　際競争力の 強化

　東ア ジア 地域 の 経済発展に伴い 、シ ン ガポ
ー

ル 、

香港、上海、釜山港は 、 ア ジ ア の 主要港 として の

地位を確立 して い っ た 。 こ うした 中、北米 に向か

う航路 は 日本国 内の 主要港か ら、ア ジ ア主要港へ

の 寄航数が増加 し、日本 の 港湾へ の 寄航数が 減少

する もの とな っ た 。 こ うした 現状 へ の 対策 と し

て 、港湾の サ
ービ ス や機能の 向上 や臨海部物流拠

点 （ロ ジ ス テ ィ ク ス セ ン タ
ー） の 形成を促進させ

る ス ーパ ー中枢港湾プ ロ ジ ェ ク トの 推進が 進め ら

れ る こ とにな っ た 。 国 は、東京港・横浜港・大阪港・

神戸港 ・名古屋港 ・
北 九州港 ・博多港

14
をス ーパ ー

港湾に指定し 、 プ ロ ジ ェ ク トの推進を行 っ て い る 。

2）国際物流戦略チ ーム に よ る各地方の 港湾の 国際

　物流機能の 促進

　 ス
ーパ ー港湾以 外 の 港湾 に つ い て は 、国 際物

流 戦 略チ ーム に よ り港湾 の 国 際物流 機 能 の 促

進 を図 る こ と とな る 。 国 際 物流 戦 略チ ーム は 、

2005年 ll 月 に 閤議決定 され た 総 合物流施策大綱

（2005−2009）に基づ い た もの で ある 。

　 い ずれ も日本企 業の ア ジ アへ の 進出が進み 、東

ア ジ ア地域 との 交流が拡大 した こ とに よ り、釜 山

港 をは じめ とする 東ア ジ ア諸国 の ハ ブ港湾か ら 日

本 国内に財 が流 れ る物流 へ の 対応 が迫 られ た こ と

が背 景 にある 。

　北 陸地方にお い て は、新潟県、長野県、富山県、

石 川 県、福 井県 を対象 エ リ ア と し て 、2006年 8

月 23 日、北 陸地域 国際物流戦略チ ー
ム が 設立 さ
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れ た 。

　北陸地域 国際物流戦略 チ
ーム に参加 して い る団

体は、国土交通 省北陸地方整備局 北陸信越運輸局、

対象エ リア に ある県、新潟県及 び長野 県 の 商工 会

議所連合会 ・北陸経済連合会、各県 トラ ッ ク協会、

物流関係の 企業、各港湾空港 の 管理 会社 とな っ て

い る 。 4 つ の 提言は次の とお りで ある 。   北 陸地

域の 国際物流機能の改善 ・強化  多様な輸送経路

へ の 対応  企業の 立地促進に 向けた取 り組 み  北

陸地域の 国際物流機能の利用促進 で ある
1「t
。

3）環 日本海圏複合一一貫輸送網の構築の検討

　 国 は、2009年度か ら新規事業 と し て 、環 日本

海圏複合
一

貫輸送網 の 構築 を検討する こ とと して

い る 。

　環 日本海圏複 合
一

貫輸送網とは、ロ シ ア経済の発

展に よ り、我が 国 と の 間 の 輸送需要の 増大が 見込ま

れ て お り、日本 、ロ シア 両国内の 鉄道輸送網の活用

も視野に入れ、新 しい 環日本海圏の 複合
一貫輸送網

の 強化の ため の 検討を行うもの で あ る
16

。

　 新規事業の ため、詳細を確認す る こ とはで きな

か っ たが 、今後の 取組 みを注 視 して い く必要が あ

る 。

　以 ヒ、国の 政策に つ い て 整 理 を行 っ た が 、国 の

政策 の 特徴は、国内 の 中枢 港湾 に貨物を集中 させ

よ うとする 政 策 と、各地方の 港 湾 の 国 際物流機

能 を向上 させ 貨物 を分散 させ よ うとす るそ れ ぞ

れ相 反する 政策が 同時並行で 進 行 して い る こ と

で ある 。 国 の 相反する 政策 は、自国 の 中枢港湾

を 1980 年代 の よ うに 競争力 の ある港湾 に した い

と い う意思が あ りつ つ も、東ア ジ ア 諸 国 の 台頭 と

い う現実を前に、こ れ らの 諸 国との 交流 の 軌 と す

る 港湾にする とい う方針 も掲げざる を得 な い と い

う、国際的 な物流を め ぐる競争の 激化 を反映 した

もの で あ る と考え る 。

　 一方、国 の 政策を地方の 港湾の視点 か ら考察す

る と、こ れ まで 中枢港湾 の 整備 を軸 とした港 湾政

策か ら、国が直接的 に地方 の 国際物流 政策に 関ワ・
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して い く環境が 作 ら れ 、 地方の 間で も本格的に競

争が始まる こ とを意味 して い る 。

　 しか しなが ら、北 陸各県の ポートセ ール ス か ら

は、北陸地域国際物流戦略チ ーム の位置付けが ど

うな っ て い る の か を確 認 した が 、 各県の ポー ト

セ ー
ル ス に関する文書か ら は 、各県の ポートセ ー

ル ス に関す る政策に は 北陸地域国際物流戦略チ ー

ム で 協議 され て きた こ とを反映 した もの は 認め ら

れ なか っ た 。 各県 は連携が必要 で ある こ とを確認

した段階 に と どま っ て い る の で ある 。 北 陸地域国

際物流戦略チ
ー

ム は 、北陸 の 港湾 の 現状 と課題 に

つ い て 整理 を行 い 解決 に向け た 提言 を行な っ た に

もかか わ らず 、各県 に よるポ
ー

トセ ー
ル ス の 重複

や 競 合 は解消 され て い な い とい うの が現状で あ

る。各県が競 合す る こ との 背景 に つ い て は 、4 節

に お い て 考察を行 う。

3 節 　北陸地方の 港湾の 課題 と対策

　北 陸地方の 港湾の 課題 に つ い て 、北 陸地域物流

戦略チ ーム の 取組み を中心 に、便数
・
航路、設備、

港湾の 整備を行 う行 政側 の 課題 か ら考察を行な っ

た。北陸地方 の 港湾 の 課題 は、便数が少な い こ と、

太平洋側 の 港湾 よ りリ
ー

ドタ イム が長 い こ と 、
ガ

ン トリーク レ
ー

ン をは じめ とす る施設が レ分に整

備 され て い な い こ と に 集約 され る 。 行政側 の 課題

として は、今後、北 陸各港湾 の 役割 や具体的 な連

携策の検討 を行い 、具体 的な取組 み を行 うこ とで

ある 。 また、近隣 の 港 湾が少 な い 貨物を取 り合 う

横並び競争か らの 脱 却 と各港湾 の 具体的な役割分

担を決定 して い くこ とが必要 で ある と考える 。 サ
ー

ビス お よ び設備の 課題 は、北陸 地方 の 各企業に、

よ り多 くの 輸送費をか けて 太平洋側 の 港湾 に貨物

を運送する状況を生 み 出 して い る。施設が
一
卜分 に

整備 され て い ない 環境は、コ ン テ ナ の 搬入 に 時 間

を要すこ とに よ っ て、沖待ちを引 き起 こ し、船 キ

に大 きな コ ス トを課す状況を生 み 出 して い るが、

各県 の 取組みに よ り対応が 図 られ つ つ ある、，
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（1）便数 ・航路、設備 における問題点と対応策

1）企業が求め る サ ービ ス

北陸各県及び国は 、 北陸地方の港湾に対する 企

業の 要望の把握 を行 っ て い る 。 本論 を論 じるにあ

た り、 各機関の 協力を賜 り、こ れ らの ア ン ケ
ー

ト

結果を提供 して い た だ い た 。 それ らをまとめる と

表 5 の とお りとな る が 、ど の 県にお い て も、便 数

の拡充、施設の 充実を求め て い る こ と が認 め られ

た 。 また 、富山県 が行 っ た調 査では、輸出 の 管現

を本社が行 っ て い る た め 、地元 の 港湾を利用す る

か を決定で きない 環境が あ る こ と も認 め られ た 。

福井 県につ い て は 、パ ブ リ ッ ク コ メ ン トか らの 抜

粋 に よ り把 握 を行 っ たため、国交省や他県 と単純

な比較 は で きな い もの の 、港湾振興に厳 しい 意見

を確 認す る こ とが で きた。

2）小 口 貨物 に なるほ ど利用率が低 い

北 陸各県に共通する こ とは、中小企業が 地域経

表 5　 企業が北陸地方の 港湾に求め る サ ービス

国交 省 富L］県 石 川県

36 （複数 回答 ） 20 （複数 回答） 園 答 が 多か っ た 順 に 列

挙

コ ン テ ナ 航 路 の 開 設 ・

増 便

25 社

トータ ル 輸送 コ ス トで

現 在の 利用 港湾よ り安
くな る こ と

15社う ち

県 内 13社 県外 2 社

便 数 が 少な く、目的地
へ （か ら）の 直行便 が

な い。

リ
ー

ドタ イム の 短縮

23社

トータ ル 輸送 時 間 の 面 小 口 貨 物の 場合、混 載

で 、現 在 の 利 用 港湾 よ 　取 扱 が 必 要 と な る が、
り短縮 され る こ と　　 現 在、釜 山 直行 貨物以
14社 うち

県 内 12 社

貿 易相 手 先

路 が 開 設 さ

13 社 う ち

県内 11社 　

港 湾周 辺 の

が 向上 す

外 O 社

新潟 県

要 望 に つ い て は、日々

把握 して い る

釜 山 トラ ン シ ッ プの 場

合、トラ ン シ ッ プ後 の

ス ケ ジュ
ール が読 めな

い 。釜 山港 で 混 載 す る

LCL 貨 物は 外 国で の 混

載 で あ り 不 安 が あ る

（輸 出）

物 流 セ ンター
の 整備

14 社

ト
ー

タル コ ス トの削 減

12社

荒 天時 の 航 路

の確 保

10 社

トラ ンシ ッ プ

の確保

8 社

扱い サ
ー

る こ と

6社 う ち

県 内 6社 　県外 0 社

県 内の 梱 包 業者 が 少な

い の で 、京 浜港 か ら輸
出せ ざるを 得 な い （輸

外 の 取 扱 い は で き な 1出）

か ら

て ほ

ビス

福 井 県

パ ブ リッ ク コ メ ン トか

ら
一

部抜 粋
11

経 営者 の 立場 で 敦賀港
の 置 か れ て い る 現 実 を

考 え る と、今 後 の 利 活

用推進は、非常に 困難
で は な い か と言 わ ざる

を え な い。日本 海側 の

港が 競争 して い る と い

うよ り、足の 引 っ 張 り

合い を して い る よ う に

見 る。金沢港 に富 山 と

敦賀 に 入 る 荷 物 を 集 中

させ る こ と で 、航 路 の

拡大や 大型 船の 就航や

便数の 増加を 図 っ て い

た だ く べ き だ と 考 え

る。（筆者が 要約 ）

貨物量 を伸ば して い く

た め に は、今 後、中

国 航 路 の 誘 致 週 2

便 （※ ） の 韓 国航 路 の

維 持 が 最大 の キーとな

る。県知 事 を トッ プに

した ポ
ー

トセ
ー

ル ス 営

業 活 動が 、重 要で あ る。
（※ 意 見 募 集 期 間 中 は

週 2便 ）

表 6 　各県の 小 ロ貨物の 発 生 状況
18

5 トン以 下 の 小 口 貨物が コ ン テナ 取扱 件

数 に 占め る 割合

主 に輸 出 に 利用 され る 港 湾 と そ の 害1」合

5 トン 以下 の 小口 貨物が 取 扱全 体 に 占め
3

る害1」合

10 トン以 下 の 小 口 貨 物 が 取 扱全 体 に 占
め る割合

新潟県 内

4 割

7割 が 京 浜港

3 ％

6 ％

富 山県 内

5害1」弱

石 川 県 内

9 割 が

5 害1」強

弯 ・京浜 港
9 割 が

4 ％

福井 県 内

4 ％

8 ％

9 割 が 大 阪港 湾 湾

7 ％ 17％
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済に お い て 産業を支 え る 中核 にある こ とで ある 。

こ の ため、 1社 の 1 回 の 貨物量 が コ ン テ ナ 1 個に

満 た な い 小 口 の 貨物の 件数が 多 くな る 傾向が あ

る。こ うした小 凵 の貨物の 多くは京浜港や 阪神港

か ら輸 出され る 。 北陸の 港湾で は便数が 少な く安

定性 に欠ける た め、納期に影響 を及ぼすか ら で あ

る 。 こ の た め 、輸送費用をか けて も太平洋側の 港

湾 を利用 して い る 。 表 6 に示す よ うに 、 北陸各県

で 発生 する 貨物の 約 10％ が 小 LI貨物で あ り、そ

の 多 くが 太平洋側か ら輸出され て い る 。 地元 の 企

業が地元 の 港湾を利用する よ り多くの 輸送 コ ス ト

をかけて製品 を輸出 して い る こ と になる 。

　こ れに対 して 、新潟県 と 石川県が、それぞ れ新

潟港 と金沢 港小 冂貨物混載サ
ービ ス の 情報発信 に

努 め、利 用 を促 して い る 。

3）沖 まち の 状況

　 沖待ちは、悪天候で 貨物船の 到着が遅 れた り、

大量 の 貨物で積み 下 ろ しに時間を要 した りする と

生 じる。沖待ちが生 じる と、船 の 用船料がそ の 分

余分に かか る ため、船会社や荷主 へ の 悪影響が大

き くな る。沖待…ち の 1 日当た りの コ ス トは200万

円ともされ て い る
19
。北陸地方の 港湾に お い て も、

沖 まち に つ なが る ケ ー
ス が 確認 され て い る。新

潟港で は 、2004年で 34隻最大25時聞待ち、2005年

で 57隻最大33時間待 ち、2006年で 69隻最大55時間

待ちの 沖待ちが 発生 して い る
20
。伏木富山港 で は、

沖待ちは年間運航本数の 2 割近 くに達 し て い る 。

2006 年度は 65隻生 じ、平均9、8時間 。 中に は20時間

以 上 待 っ た ケ
ー

ス もある
2T

。

表 7　 各地方の 国際物流戦略チ
ーム の 概要

22

　 しか しなが ら 、 沖待ちや 各種施設 の 整備に つ い

て は 、 特に近年 、 国及 び各県が 積極的に対策に着

手 して い る 。

　 国は 、 2009年度か ら 、新潟港 に お い て 多発す

る 沖待 ちを解消する た め に、新規事業と して 国際

海上 コ ン テナ ターミナ ル を整備する こ と と して い

る 。 こ れ に よ り、効率的 な荷役機能 の 確保 と入港

船舶 の 安定就航 を図 る こ と と して い る 。

　新潟県は 、県 の 新規事業 と して 、2009年度 か

ら 国際物流拠点化事業を拡 充 し、国内 ・
国際鉄道

網等活用に よ る物 流回廊形 成事業 を実施す る こ と

と して い る 。

　伏木富 山港で は 新湊地 区 にお い て 、2007年 に

多目的 国際 ターミナ ル 拡張工事が完 成 したが、さ

らに、増加す る貨物 に対 応 す るた め、2007年 9

月には コ ン テ ナヤ
ー

ドを約 2．lha拡張 し、施設 の

拡 充が行われた。2009年度 に はガ ン トリ
ー

ク レ
ー

ン の 増設 を予定 して い る。さ ら に、2009年度 か

らは、富 山県の 単独事業 として 、環 日本海 シ
ー

ア

ン ドレ
ー

ル 構想検討調査事業 を開始す る こ とと し

て い る。富山県は、当事業に お い て 、伏 木富 山港

の 港湾機能向上化策 として 既存 の 港湾 施設 と鉄 道

施設 を活用 した複 合
一

貫輸 送 の 実現化 を調査 ・検

討す る こ とと して い る。

　金沢 港 に お い て は、2008年 11 月 2 日、金沢 港

の 大浜 多目的 国際 タ
ー

ミナ ル の 供用 を開始 した 。

当 タ
ー

ミナ ル の 水 深 は
一12m （暫 定水深 で あ り

今後
一13m となる） とな り、大 型 の 船 舶 の 寄港

が 可能 とな る．

　敦賀港で は、慢性的な埠頭用地不足 の 解消や 、

　　　　北　　陸岫」7… 京　　浜 中　　部 阪 　　神

  北 陸地 域 の 国 際 物 流 機 能 「関 東 版 国 際 物 流 戦 略 チ
ー

伊 勢 湾 ス
ー

パ
ー

中枢港湾連 1広域連 携 に よ る 国 際 競争 力

の 改 善 ・強 化   多 様 な 輸 送 ム 」 は、京 浜 港 を 核 と した 絡 推 進 協 議会で 進 め られ て 強化 に向 け た 提言 」 を ま と

経 路 へ の 対 応   企 業 の 立 地 海 上 貨 物 輸 送 対 策 の 検 討 を い る 「シ
ー

ア ン ドレ
ー

ル 物 め 政 府 に 提 出 し た ．大 阪 湾

促進 に 向 け た 取 り組 み   北 行 っ て い る。海 上 貨 物 に つ 流 戦 略」、他 の 輸 送機 関を 活 内 に あ る 神 戸 港 や 大 阪 港 を

陸 地 域 の 国 際 物 流 機 能 の 利 い て は 「京 浜 港 物 流 高 度 化
．
用 し名 古 屋、四 日市、三 河 「阪 神 港」 と してひ とつ の港

用促 進。 推 進 協 議 会 」 が 中 心 にな っ 港 間の 内 航 海 運 の 連 携 を 図 湾 に位置 づ ける
“一

開 港 化
”

1て 「京 浜 港 物 流 高 度 化 行 動 2る こ とで 伊 勢 湾 内の 港 湾 の の 実 現 に 向 け た 具 体 的 な 対
1

計 画 」 の 策 定 と こ れ に 基 づ 一体 化 を 推 進 す る こ と、中 応 策の 検討 を 行 っ て い る。
…く取組み を行 っ て い く。 部空 港 の 物流機能 を活 か し

た戦 略が 考 え られ て い る。
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船舶 の 大型化に対応する た め 、 鞠山南地区で 多目

的 国際 タ ーミ ナ ル の 整備 を行 っ て い る 。 2008年

9 月に、岸壁 （水深
一14m ）と埠頭用地 の

一部を

供用 開始 して い る 。 今後は コ ン テナ の 取扱 い に関

連す る機械等 の 施設 の 整 備 を推進す る こ と と して

い る 。

（2）行政側 の 取組み に関す る課題

　行政側 の 課 題 は、北陸各港が担 うべ き役割 に つ

い て
一
卜分に検 討 され て い ない こ とか ら、広域連携

に関する具体 的 な施策が決め られて い ない こ とで

あ る 。

　国際物流戦略チ
ー

ム は国内各地 に設置され て い

る 。表 7 は 主な地域 の 国際物流戦略チ ーム の 戦略

をまとめた もの で ある、、

　北 陸国際物流戦略チ
ー

ム と京浜、中部、阪神 の

物 流戦略 と異 なる点は、具体的 な取組 み が必要で

あ る こ とを認識 した こ とに留 まり、具体的な対応

策を検討す る に 至 っ て い な い こ とで ある。また、

こ れ らの 地域 は、具体的な広域連携を謳 っ て お り、

近隣 の 港湾が連携する こ とを 目的に具体的な役割

を検討 して い る。こ れ らの 港湾 が港湾の 振興に つ

い て 具体的 な取組み の 検 討を行 い 、広域連携 を模

索 した背景 に は、国際競争の 中 で 勝 ち残れ な い と

い う危機意識が ある もの と考え られ る 。 すで に本

論 2 節に お い て 論 じた よ うに 、北陸 の 各港湾は 、

い ずれ も単独で 航路 を開設する こ とは で きな い 。

3 つ の 港湾が 貨物を取 り合うこ とは 、航路 の 拡充

に は繋が ら な い に もか か わ らず、各県の 問 で 競合

が 発生 して い る 。 ある行政機関 に イ ン タ ビュ
ーを

行 っ た とこ ろ 、北陸国際物流戦略チ ー
ム で は 、各

港湾 の 具体的な役割が 決まっ て い な い との こ と で

あ り、連携が必要 で ある こ とを確認 した段階 で あ

り今後検討 して い くと の こ と で あ っ た。

　 また、例 えば、新潟 港 と伏 木富山港 は ラ イバ ル

意識が強 い が、一
つ の 港 湾 に 肩人 れ を行 うような

こ と は で きな い 。国際 的な視点 で 見 れ ば、北 陸 の

港湾は全体 で
一

つ と い うこ とで あ る。奈体の拠点

性を高め る 必要が ある との こ とで あ っ た。

　行政側の取組み に関する課題 に つ い て は、自治

体が政策を決定する過程か らも分析を行う必要が

ある と考える 。 次節で は 、 北陸各県に お い て 広域

連携が行わ れな い 要因 に つ い て 、 考察を行 い た い
。

4節　北陸各県の港湾振興 に関する政策の 考察

　北陸 各県 にお い て 広域連携が行わ れな い 要 因 に

つ い て 、行政側 の 港湾振興 に関す る政策を中心 に

考察 を行 い たい 。

　北 陸各県は、自県が環 日本海交流 の 拠 点 となる

こ とを 目指 し、港湾 の 振興 は重要な政策と して 位

置づ けられ て い る。また、地元企業や 議会か ら港

湾の 振興を望 む声が ある。各県で は、北陸各県の

港湾振興に 関する 政策は、各県の 政策の 細部に お

い て それぞ れ違 い は認め られ る もの の 、県域 を越

えた貨物 の 取込み と小口 貨物 の 取込み とい う共通

の 凵的が ある。

　で は、国が 設置した北陸地域 国際物流戦略チ ー

ム に お ける 国の 対応 は どうで あろ うか ，国は、北

陸地域 国際物流 戦略チ ーム に お い て 、4 つ の 提言

を記 した提言書を発信 した。国は地方の 港湾振興

に
’
定の 関与 を行な っ て い る こ とは確認で きた 。

　 しか し なが ら、2 節 （4）に お い て 論 じ た よ うに 、

各県 の 取組み は 北 陸地域国際物流 戦略チ ー
ム の 議

論を反映した もの で ある こ とは確認する こ とが 出

来な か っ た 。 国 は 各県の 港湾の 振興 に つ い て 、一

定 の 関与は行 っ た が 、調整は 行っ て い ない の で あ

る 。 北陸国際物流 戦略チ ー
ム の 提言 は、法令上 に

お い て も予算措置に お い て も、地方の 政策を拘束

する もの で は な い 。 各県は 、独自に港湾を振興す

る た め に 各種取組 み を実施 して い る 。 新潟県が実

施 して い る イ ン ラ ン ド
・
デ ポ、富 山県 の 伏木富山

港利 用拡大支援事業実施要綱、石川県 の 混載貨物

取扱企業の誘致、福井県の 敦賀港 コ ン テ ナ貨物集

荷事業に つ い て も、県独 白の 取組 み で あ る 。 加 え

て 、ある行政機関 に行 っ た イ ン タ ビ ュ
ー

で は、こ
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こ最近は 、関係機関が 集まる会議で 隣県と一般的

な話をする こ とは あっ て も、広域地域間競争が激

しくな っ て い る こ と もあ り、情報交換 を行 うこ と

は少 な くな っ た、と の 話 があ っ た 。 広域 地域 間競

争 の 中で 地域 の 振興 を独 自に行 お う と す る意識が

働 い て い る と考 えられる 。

　で は、何故、京浜、中部や阪神で は連携策と な

る広域連携や各港湾 における役割 の 分担が確認 さ

れ た の だ ろ うか 。 こ れ らの 地 域 も国 際物流 戦 略

チ
ー

ム が設置 され て い る 。 横浜港 、名古屋港 、神

戸 港 （阪神 港〉は、国 内に お い て は主要 な港 湾で

あ るもの の 、国際競争に さらされ て い る 。 国際競

争 とい う不確実性の 高 い 状況下 の 中 で 、失敗 する

か もしれな い とい うリス ク を共有しつ つ 、港 湾 の

振興 を図っ て い こ うと し て い る と捉え る こ とが で

きる 。 こ れ に対 し、北陸地方に お い て は、広域 地

域間競争の 中で 地域 の 振興を独 白に 行お うとする

意識が 働 くあま り、隣県の 港湾を ラ イバ ル 視 する

傾 向がある とも考え ら れ る 。 新潟港 と伏木富山港

は ラ イバ ル 意識が強い とい う話や、富山県 と石川

県の 対立が新聞 で 報道 され る こ とは こ の 証左で あ

る と考える 。

　以 上 の 検討に よ り、北陸各県が港湾振興 に お い

て 対立する 要因は、次の とお りで ある と考える 。

  北 陸各県の 各種港湾振興策は、対 象となる貨物

や 地区 に重複があ り、重複する 地区を中心 に 貨物

の 奪い 合 い が発生 した こ と。

  北 陸地方の 各港湾の 広域連携に つ い て 連携が必

要 で あ る こ とを確認 し た こ とに とどま り、具 体的

な連携の あ り方に つ い て決め られ て い な い 。こ の

背景 に は、各県が こ れ ま で独 自に ポ
ー

トセ
ー

ル ス

を行 な っ て きた こ とや 各県間の ラ イバ ル意識が作

用 して い る。

5 節　総括

（1）北陸港湾の 振興に関する課題と対応策

　北 陸地方 の 港湾 で は、2007年 まで は 着実に輸出

環 日本海圏 拠点形成の 現 状 と課 題 　89

入、特に 輸入 が 増加 して い る こ とが 確認 され た 。

しか しなが ら、取扱量につ い て は、新潟 ・直江津 ・

伏木富山
・金沢

・敦賀港の い ずれ の 港湾 も単独で

航路 を成立 させ る こ と は で きな い もの と な っ て い

る。 加 え て、2008年後半か らの 世 界的な景 気後退

に よ り、こ れ まで 増加 して い た コ ン テ ナ取扱量 は

減少 に転 じた 。 コ ン テ ナ取扱量が景気 の 変動に左

右されやすい こ とを改め て確認する こ とが で きた 。

　北 陸地方の 港湾 の 課題 は、便数 ・航路 、施設 の

整備 の 充実 を行 なうこ とで ある 。 設 備が十分に整

備 され て い ない た め 、時 と して 沖待ちが 発生 し船

主 に大 きな負担 を課 して い る こ と が確認 され た

が、同時 に、各県が厳 しい 財政状況 の 中 で 埠頭整

備 や防波堤整備 をは じめ とす る対 策を講 じて い る

こ とも確認 された 。

一
方 、こ れ に対 し、各県 と 国

は積極 的 に 港湾施設 の 整備 と サ
ービ ス の 向．ヒに努

め て い る 。 今後、こ うした 取組 み が地元企業 の 活

動 の 助け に繋が る こ とが期待され る 。

　行政側 の 課題 は、北陸各港湾 の 役割や 具体的な

連携策の検討が行われ て い ない こ とである 。 企業

は 1 日 も速 い 輸送 を望 んで い る 。 早急 な検討 が求

め られ て い る 。

（2）北 陸港湾の利用 に関する見通 し

　一方で 、景気後退の 中 に お い て も長期的な視点

に立 て ば、北陸地方の 各港湾にお い て 、 明る い 将

来 を期待する こ とが で きる事情が発生 して い る こ

とも事実 で あ る 。

　例 えば、金沢港にお い て は 、
コ マ ツ の進出に よ

る貨物取扱量 の 増加が期待 さ れ る 。 2008年後半

か らの 世界的 な景気後退に よ り、
コ マ ッ の 主力製

品 で あ る機材 の 需要 は一時的 に減少する こ とが 予

想 され るが、長期的 には コ マ ッ の 進出は金沢港の

発展 に 資す る もの で ある と考えられ る 。

　伏 木富 山港 にお い て は 、ロ シ ア へ の 中古車の 輸

出が増加 し、ロ シ ア へ の 輸出港 と して 一定 の 地位

を確立 して い る 。 財務 省 貿易 統計 を確認 した と

こ ろ 、2008年の 伏 木富 山港 の 中古車 の 輸 出量 は
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。 統計 を確認す る こ とが

で きた最 も古 い 1989年の 輸 出量 は 105No で あ っ

た 。 輸 出量 は 19年 で 約 1，238倍増加 して い る こ

と になる 。 しか しなが ら、円高や ロ シ ア が輸入中

古車 の 関税 を引 き上 げた こ と に よ り、2008年後

半か ら伏 木富山港 の ロ シ ア へ の 中古車の 輸出量 は

減少 して い る 。 特 に 、2009年 1 月 に は 946NO と

な り、前年 同月比 で
一709％ と大 き く減 少 して い

る 。 長期 的 には ロ シ ア の 関税 の 引 き上 げは続 くと

考えられ る 。 伏 木富山港が ロ シ ア との 地理的な優

位性 を活かせ る かが重要に な る と考え る。

　新潟港 に お い て も、高速道路網の 整備に よ り関

東か らの 貨物 の 取込 み を図 る こ とが可能とな る環

境が充実す る 。 北 関東 で は数年後に 北 関東自動車

道の 全線開通 を控 え、首都圏中央連絡自動車道 （圏

央道） の 整備 も進 ん で い る。北関東に お ける高速

道路網 の 充実 は、北 関東の 企業に時間が か か る横

浜港か らア ク セ ス が よい 新潟港へ の 物流の 移行を

検討す るき っ か けを与 える こ とに な る と考え る。

（3）北陸港湾の振興 に関する提言

　筆者は 、 各県が対立する要因の ひとつ に各県が こ

れ まで独自にポ
ー

トセ ー
ル ス を行 っ て きた こ とや各

県問の ライバ ル 意識があるこ とを挙げた。ラ イバ ル

意識とい うの は、構造的な要 因 に立脚 した もの で は

ない た め、克服 には一
定 の 期間 を要すると考えられ

る 。 ラ イ バ ル意識 を持ちつ つ も、経済的な合理性を

追求で きる手法を検討すべ きで あろう 。

　北陸港湾 の 振 興 を対立か ら連携 へ 移行する に は

ど うすれば よい か、連携 を行 えばどの ような利点

がある の か 。 こ の 2点 に つ い て は、本論の まとめ

と して 、広域 連携 の 必要性 と具体的な広域連携策

を提唱す る こ とで 論 じる こ とと した い 。

　まず、北 陸港 湾 の 振興を対立か ら連携 へ 移行す

る に は どうすれば よい か に つ い て は 、北陸各県に

広域地域 間競争へ の対応が必要で ある こ とを提唱

す る。国内 の 主要 な港湾 の 動 きと自県の 状 況 を比

較すれ ば、広域連携 を検討す る こ との 重要性 を捉

え る こ とが で きると考える 。

　また、各県は港湾 の 振興策や 施設 の 設備 に お い

て 精 力的 な取組 み を行 っ て い る 。しか しなが ら、

2008年後半か らの 世 界的な景気後退 に よ りコ ン

テ ナ の取扱量 が 減少 した こ とか ら もわか る よ う

に、物流 は景気の変動 を受けや すい 。一
つ の 県だ

けで 対応 で きる こ とに は限界が ある と考え る 。

　次に 、連携を行えば どの よ うな利点が ある の か

に つ い て は 、北陸港湾 の 具体的な連携策を提唱す

る こ とで 示すこ ととした い 。 筆者は 、効果的 な貨

物 の 取込み の た め に 、当面の 問 は 、各県が港湾振

興 の 際に行 っ て い る 企業へ の ア ン ケ
ー

トや ポ ー
ト

セ ー
ル ス を通して 得た情報 を一つ に まとめ る こ と

を提唱した い 。 こ うした措置 を講 じる こ とで 、各

港湾 の 役割が明 らか に な り、北 陸地方 の 港湾 の 利

点 を一
層発揮す る こ とが で き る と考え る。また、

北陸経済連合会 の 新木会長が提 唱す る よ うに 北陸

の 港湾に 広域 的な管理組織 を設立する こ と も有効

な手段で ある
25

。 特に 、伏木富山港 と金沢 港が連

携 した場合、北陸 の 港湾は よ り使い やすい 港湾 と

な る 。 例えば、両港に寄港す る航路 に お い て 、寄

港地及 び寄港 日を交互 で どち らか 1港 に抑 えた場

合、便数を減 らす こ と な くリ
ー

ドタ イ ム の 短縮 を

図る こ とが で きる 。 北 陸地方 の 企業 は 、太平洋側

の 港湾を利用 し て い る 。 こ れ らの 貨物がた とえ隣

県の 港湾か ら輸出入 され た として も、地元 の 企業

の 輸送費を圧縮出来れ ば 、県 に とっ て は企業 の 経

営支援策の ひ とつ と な る の で あ る 。

　北陸地方に ある港湾に は、単独 で コ ン テ ナ 航路

を維持で きる だけの 貨物取扱量 を有す る 港 湾は存

在 しない 。 北陸地方に お い て も一
つ の 北 陸港 と し

て 役割を分担 ・補完 し効果的 な振興を行 っ て い く

必要 性 を提唱 した い 。
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　1992 年 7 月

小 川 和 男 『環 日 本海 経 済 圏
一

北 東 ア ジ ア ・シ ベ リア 時 代

　 の 幕 開 け 1 〔日本 経済 新 聞社 ）1991年 5月

金 田
．一

郎 『環 li本 海経 済一その 構想 と現 実』 旧 本 孜送 出

　 版 協会） 1997年 5 月

坂 田 幹 男 『北 東 ア ジ ア 経 済 入 門』 〔ク レ イ ン ）2000年 4

　 月

梅 津 和 郎 『北 東 ア ジ ア の 経 済 発 展 と 貿 易 』 （晃洋 書 房 ）

　 1994年 2 月

本 多 健 古 『北 東 ア ジ ア 経 済圏の 形成一環 H 本海経 済 交流』

　（新評論）1995年 3 月

蛯名 保彦 環 H 本海 地 域 の 経 済 と社 会一持 続 的発 展 をめ

　 ざ して 』 （明石 書店）1995年 3 月

福井県 、／t．大学北 東 ア ジ ア 研 究 会
コ
北 柬 ア ジ ア の 未 来像一

　21 世紀 の 環 日本 海』 （新評 論 ）1998年 3 月

中藤 康俊 『環日 本海経 済論』（大 明堂 ） 1999 年 10月

1　 2〔〕フ ィ
ートコ ン テ ナ 換 算個 数。

2 　新 潟港 　新潟 県庁 ホーム ペ ージ新潟 港 の 外貿 定期 航路

　http：〃 www ．pref．niigata ．lg．jp〆kowanshinko／1191256257
　743．html よ り 2008年 3 月 22 日検 索

　伏木富 山 港 　特 定 重 要 港 湾 伏 木 富 山 港 ポ ート セ ー

　ル ス 事 業 推 進 協 議 会 http：〃 www ．preftoyama ．jpl

　sections ／l307／portsalesfよ り2008年 3 月 21 口 引用

　金 沢 港 　石川 県庁 ホ
ー

ム ペ ー
ジ

　http：〃 www ．pref．ishikawa．jp〆kanazawakouwan ／pO3 ．

html よ り 2008年 3 月 22 日引用

3　2008年の 金沢 港 の コ ン テ ナ取扱 量 は、速報 値 で あ り、

　石 川 県が 正 式な 公 表値 と して 発 表 す る数 値 で は な い た

　め 、変更が あ りうる （2009年 3 月 3 日石川 県 に 照 会）。

4 　2009年 3 月 6 日富山県立地 通 商課に 照会。

5　新潟県 『新潟県統 計 デ
ー

タ ハ ン ドブ ッ ク （平成 19年）』
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　第 10章商業
・
貿易

・金 融。

　新潟税関 支署 管内の 港湾 ・空 港 を利 用 した 貿易 額 の 状

　況。富 山 県 ・石 川 県 分 に つ い て は、1汐ト国 貿 易 年 表 』

　2002　一　2006年大阪税 関 の 数値 を基 に分 析 を 行 な っ た。

6　北 陸地 域 国 際 物 流 戦略 チ
ーム 第 2 回 本部 会　新潟 県 の

　報告 よ り

7　2007年 10J］24 日 石川 県港 湾活 用推 進室 に 聞き取 り

8　石 川 県庁 ホ
ー

ム ペ ージ http：〃 www ．pref．ig．　hikawa．jpf

　otherf
’
gallery〆2007／11〆071119．html よ り2008年 4 月 5 日

　検索

9　 2009年 3月 3 ［i石 川県 港湾 活用 推進 室 に照会

10　2006年 12 月 13i．［北 陸 地 域 国際 物流 戦 略 チ
ー

ム 第 2

　回 本 部会 石 川 県か らの 報告 よ り

11 福 井 県 庁 ホ
ー

ム ペ ー
ジ http：／／www ．pref．fukui」g．jpf

　 docfkigyo／info−tsuruga ．html よ り 2009年 2 月 21 口検索

122006 年 12月 13 日北 陸地域 国際物流 戦略チ
ー

ム 第 2

　回本 部会　福 井 県の 報告 よ り

13 南砺 市 か ら 金沢 港及 び伏木富山港へ の 距離 ・所要 時聞

　 は 概 ね同 程度 で ある 。

14　名古屋 港 ・北 九 州港 ・博多港は 、「チ ャ レ ン ジ ャ
ー

型

　 ス
ーパ ー

中枢 港湾 」と して 指定 さ れ て い る。

15　事務局 は 国土 交 通 省 の 地 方局 で あ る 北 陸 地 方整 備 局 ・

　 北陸 信越 運輸 局 が 共 同 で 勤 め て い る n 設 立 以 降、3 回の

　 幹事 会、本 部 会 を 開催 した 。2007年 11月 12 日の 本 部

　会で 、今後取組 む べ き 4 つ の 提 言 を 取 りま とめ た。

16 国 土交 通省 平成 21 年 度 ア算組 織 別予 算概 要 （港湾 局）

　 よ り

172008 年 4 月 28 ［］付 敦 賀 港鞠 山 南地 区多 目的国 際 タ
ー

　 ミ ナ ル 利 活 用計 両 の 策定に 関す る 県 民 パ ブ リ ッ ク コ メ

　 ン トの 結果 2009年 3 月 3 日 引用

　http：〆／www 、pref．fukui．jp／doc／kigyofpubliccolnment−

　result −d〆filfOO1．pdf よ り

18　北 陸地域 国際物 流戦 略チ
ー

ム 『北 陸 地 域 国際物 流 戦略

　チ
ー

ム デ
ー

タ ブ ッ ク』2007年 11 月 12 日 p．66

19　北 日本 新聞 2007 年 12 月 25H

20　新 潟 県 議会 2007年 2 月定例 会　連合委員会 02 月 28

　 「i− Ol号

21 北 1．1本 新聞 2007年 12月 25 冂

22　国 土 交 通 省 　物 流 ； 国 際 物 流 戦 略 チ
ーム の 活 用 及 び

　国 土 交通 省各地 方整 備局 の ホ
ーム ペ ージ を参 照 した。

　http ：／fmlit．content −demo、kanata−jp．com ／seisakutokatsu ／

　freightfbutsuryuO3230．html よ り2008年 Il 月 23 日検索

23　台 の 数 量 単位 の 略 語 の こ と 『外 国 貿易 年表』 2002　−

　2006年大 阪税 関 よ り

24　財務 省貿 易統 計

　http：〃 www ．customs ．go．jp／to しLkei ／srch ／index．htm

　 よ り2008年 7月 5 冂確認

25 北 陸中 日新 聞 2009年 2 月 10 日

　http ：〃 www ．chunichi ．co．jp／hokurikufarticlefasia〆newsf

　CK2009021002000194、html よ り
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Current Situation and  lssues of  Logistics

    
-The

 logistics polices of Niigata, foyama,Gateway

 in Japan Sea Rim Area
lshikawa and  Fukui Prefecture -

Gen NAGATA  
'

   This paper  examines  the  issues of  logistic$

policies in Hokuriku area  and  suggests  policies

of improving logistics system.

   Freight flows in Hokuriku  area  had  in-

creased  until  2006, but has been decreasing from

2008 because of  recession.

   In addition,  because of  quite a few  fre-

quencies  of transportation  many  companies  in

Hokuriku area  export  products from harbors in

Keihin or  Hanshin area.  I interviewed National

and  Local Government  (Niigata, Toyama,  Ishi-

kawa, and  Fukui Prefecture) about  their port

planning.

   The  interview and  logistics data indicates

some  issues. First many  companies  want  to im-

prove  logistics system.

   Second, frequencies of  transportation  are

* March  28, 2009  CompEetion  of  Masteris Course,

not  improved, because companies  do not  use

ports in Hokuriku area,  And  Local Governments

are  competitive  each  other  to improve logistics

system.

   So this paper  clarifies  the issues of  Local

Governments' logistics po}icies. Then  I indicate

why  the  local governments  are  competitive  each

other,  and  suggest  sharing  and  putting  together

all of their intelligence of  logistics policies.

   No  ports  in Hokuriku  area  can  maintain

or  increase ocean  freight transportation  alone.

Ocean freight transportations  are  becoming  prof-

itable by collecting  freights from each  port  in

Hokuriku. Local Governments  need  to corporate

each  other.  And  they  need  to assign  parts to

each  port, and  improve their ports as  one  port,
"Hokuriku

 Port".
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